
日本建築学会北海道支部 2005年度第５回常議員会議事録 
 

記：小篠 
日時：平成 18年４月 27日 17:30～19:00 
場所：日本建築学会北海道支部事務所（大通ダイヤビル） 
出席：支部長：城 
   常議員：飯田、南出、高橋、米田、久保田、田中、玉木、小篠、 
   総務委員会委員長：羽山 
   次期支部長：絵内 
   次期常議員：伊藤、桂、齋藤、鈴木、深澤、星、溝口 
   代議員：南、奈良、武田、中岡、藤島 
   事務局：菊地 
 
Ⅰ配布資料 
(1) 前回（2005年度第４回常議員会議事録（案）） 資料５－１ 
(2) 理事会・支部長会議報告 資料なし 
(3) 支部役員選挙結果について 資料５－２議案書 p22 
(4) 2005年度決算報告について 資料５－２議案書 p19-20 
(5) 第 31回北海道建築賞の報告 資料５－２議案書 p6 
及び規定の改正について 資料５－３A 
第 31回北海道建築賞授賞式・講演会について 資料５－３B 

(6) 委員会委員の委嘱について 回覧資料 
(ア) 材料施工専門委員会 
(イ) 建築災害調査方法研究委員会 
(ウ) 北海道近代和風建築調査研究委員会 

(7) 後援依頼について 回覧資料 
(ア) 2006年度日本マンション学会北海道大会 
(イ) 社団法人セメント協会「コンクリート補修・補強材に関する技術セミナー」 
(ウ) 社団法人日本コンクリート工学協会「研究成果報告会」 

(8) 2006年度予算案について 資料５－２議案書 p32 
(9) 支部通常総会議案について 資料５－２ 
(10) 創立 120周年記念事業について 資料５－４ 
(11) 会長支部訪問について 資料５－５ 
(12) 中長期戦略検討WG報告 資料５－６ 
(13) その他 
 
司会：飯田 
Ⅱ議事内容 
【報告・承認事項】 



(1) 2005年度第４回常議員会議事録（案） （久保田／資料５－１） 
・ 6支部功労者候補：法人会員１３社→１２社に訂正 
・ 大賞候補者の推薦の経緯の説明（城支部長） 
・ その他議事録案は訂正なしに承認。 
(2) 理事会・支部長会議報告 （支部長／資料なし） 
・ ４月７日に理事会開催。 
・ 住まいづくり支援会議が立ち上がった。各支部より委員を推薦。大垣、絵内、野口、福島、

石山各氏を推薦。 
(3) 支部役員選挙結果について （飯田／資料５－２p22） 
・ 確定結果の報告。       
(4) 2005年度決算報告について （羽山／資料５－２p19-20） 
・ 基金取り崩しをしていかないと収支が苦しい。 
・ 2004年全国大会経費に対する消費税の還付があったので楽な決算であった。 
・ そのために基金の積み立てができた。 
(5) 第 31回北海道建築賞の報告及び規定の改正について、 （小篠／資料５－２p6） 
第 31回北海道建築賞授賞式・講演会について  （小篠／資料５－３A,B） 

(6) 委員会委員の委嘱について  （飯田／回覧資料） 
(ア) 材料施工専門委員会 
(イ) 建築災害調査方法研究委員会 
(ウ) 北海道近代和風建築調査研究委員会 
・名簿通り確定。 

(7) 後援依頼について （飯田／回覧資料） 
(ア) 2006年度日本マンション学会北海道大会 
(イ) 社団法人セメント協会 
(ウ) 社団法人日本コンクリート工学協会 
・幹事会ですでに承認済み 

(8) 2006年度予算案について （羽山／資料５－２） 
・ 調査研究委託収入を上げられるかが、収支の改善を生む。 
・ 調査研究委託費のうち支部には１５％が入る。 
・ 予算額を著しくオーバーした場合の対応：速やかに理由を常議員会に報告することとする。 
(9) 支部通常総会議案について （飯田／資料５－２） 
・ 問題があれば後日幹事に連絡。 
(10) 創立 120周年記念事業について               （城・小篠／資料５－４） 
・ 提案競技、写真・絵画コンクールを滝川市、NPOアートチャレンジ滝川の協力を得て、滝川
を舞台に行う。 

・ 基本案どおりに承認。 
(11) 会長支部訪問について  （城／資料５－５） 
・ 研究発表会の特別企画には支部担当である小野副会長も出席の予定。 
・ 常議委員会より１０数名が参加予定。 



(12) 中長期戦略検討WG報告  （城／資料５－６） 
・ 次年度への検討に利用してほしい。 
・ 学生会員への対応の強化がポイント 
・ 技術的アドバイスを受けるための紹介窓口の検討 
・ 企業等へのインセンティブを考えることが重要。 
・ 建築教育専門委員会の創設（城支部長の提案） 
・ 支部HP管理委員会のあり方：実行部隊の体制づくり。 
・ 事業系：実務者向けの情報提供（e-ラーニング）等の検討。 
・ 専門分野別研究者・技術者リストの作成の検討。 
・ 支部共通事業設計競技を支部レベルで独自審査するなどして準会員の増加を図る工夫などを

行う。 
(13) その他 
・ なし 
 


